
【19】 オーバーローン不動産を任意売却する場合、売

却代金の一部を相続財産に組み入れる必要があ

る!?

相続財産に不動産が存在するが、抵当権が設定されており、当

該不動産の価額が抵当権の被担保債権額を下回っている場合（い

わゆるオーバーローンの状態）、相続財産管理人が任意売却をす

る際に、売却代金の一部を相続財産に組み入れる必要はあるか。

POINT ・相続財産管理事件では、オーバーローン不動産の売却

代金の一部を相続財産に組み入れる必要はない

誤認例

任意売却の目的は、できる限り多くの弁済原資を迅速に

確保することにある以上、オーバーローン不動産につい

ても、売却代金の中から一定割合の金額を相続財産に組

み入れる必要があり、組入れがなければ、家庭裁判所か

ら権限外行為許可を受けることはできない。

本当は

相続財産管理事件において、オーバーローン不動産を任

意売却する場合には、必ずしも売却代金の中から一定割

合の金額を相続財産に組み入れる必要はない。

解 説

1 相続財産管理事件と任意売却

破産管財事件においてオーバーローン不動産を任意売却する場合、
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破産管財人は、売却代金の最低5％程度を破産財団に組み入れること

が慣行化されています。任意売却によった場合、担保権者は担保不動

産競売手続を利用するよりも費用や時間を節減することができ、また、

競売による場合と比べて高額での換価が可能となるため、担保権者も

このような財団組入れに同意をするのが一般的となっています。

このような事情は相続財産管理事件においても同様に認められるこ

とから、管理人が任意売却をする場合でも、売却代金の中から一定割

合の金額を相続財産に組み入れることが考えられます。

2 相続財産管理事件と破産管財事件の相違

しかしながら、例えば、相続財産管理事件は、担保権者が競売を目

的として申し立てる場合も多く（債権回収型）、その場合、担保権者は

申立てに際して予納金を納付しています。このような状況で、管理人

主導の下で任意売却を実施したとしても、債権全額を回収していない

担保権者に対して、相続財産への一定割合の金額の組入れに同意する

ことを期待することはできません。この点で、相続財産管理事件の場

合には、破産管財事件と異なり、任意売却の際に一定割合の金額を相

続財産に組み入れるという取扱いは実務慣行として定着することはな

かったものと考えられます。

3 組入れの要否

相続財産管理事件における任意売却については、一定割合の金額を

相続財産に組み入れなくても、家庭裁判所から権限外行為許可を受け

ることができます。
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第４ 弁 済

１ 相続債権者・受遺者への弁済

【39】 請求申出期間満了後に請求の申出をした相続債

権者は全て除斥してよい!?

被相続人Ｚの相続財産管理人Ｘは、20〇〇年5月31日に相続債

権者・受遺者に対する請求申出の官報公告の掲載を依頼し、6月17

日に掲載された。また、知れている相続債権者・受遺者には6月17

日に各別に催告をした。そして、8月17日に請求申出期間が満了

した。ところが、Ｘは、請求申出期間満了後に催告を失念してい

た知れている相続債権者Ｙから、Ｚに対して100万円の貸金債権

を有している旨の請求の申出を受けた。Ｘは、請求申出期間が満

了していることを理由に、Ｙを弁済から除斥してよいか。

POINT ・知れている相続債権者・受遺者は請求申出期間内に請

求の申出をしなくても弁済からは除斥されない

誤認例
請求申出期間満了後に請求の申出をした相続債権者・受

遺者は全て弁済から除斥される。

本当は
請求申出期間満了後であっても知れている相続債権者・

受遺者は弁済から除斥されない。
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解 説

1 弁済の順序

管理人は、以下の順で弁済をします。

① 優先権を有する債権者（民957②・929ただし書）

② 請求申出期間内に請求の申出をした相続債権者、その他知れてい

る相続債権者（民957②・929本文）

③ 請求申出期間内に請求の申出をした受遺者、その他知れている受

遺者（民957②・929本文・931）

④ 請求申出期間内に請求の申出をせず、知れなかった相続債権者（民

957②・935）

⑤ 請求申出期間内に請求の申出をせず、知れなかった受遺者（民957

②・935・931）

もっとも、優先権を有する債権者のうち、相続財産に留置権、特別

の先取特権、質権又は抵当権を有する債権者は、請求申出期間中であ

っても当該相続財産の価値を物権的に支配しているため（留置権につ

いては、事実上の優先弁済を受ける権能がありますので、優先権を有

すると解されています。）、担保権を行使して（民執180以下）、被担保債

権の満足を受けることができます（優先権の範囲については【44】参

照）。

2 請求申出期間内に請求の申出をした相続債権者及び受遺者の

取扱い

優先権を有する債権者（前記1①）が存在しないか、これらの者に対

する弁済を終えて、なお残余財産がある場合には、まず、請求申出期

間内に請求の申出をした相続債権者、その他知れている相続債権者（前

記1②）に対して弁済することになります。これらの者に対して弁済

をした後でなければ、受遺者（前記1③）に弁済をすることができませ
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ん（民957②・931）。知れている相続債権者・受遺者については、請求申

出期間内に請求の申出がなくとも弁済から除斥されませんので注意が

必要です。

この段階でこれらの者の債権額につき、全額を弁済できない場合に

は、按分弁済（按分弁済については【49】参照）をすることになります。

3 請求申出期間内に請求の申出をせず、相続財産管理人に知れ

なかった相続債権者及び受遺者の取扱い

請求申出期間内に請求の申出をした相続債権者、その他知れている

相続債権者及び受遺者（前記1②及び③）が存在しないか、これらの者

に対する弁済を終えて、なお残余財産がある場合には、請求申出期間

内に請求の申出をせず、管理人に知れなかった相続債権者（前記1④）

に対して弁済することになります。受遺者（前記1⑤）は、これに劣後

することになります（民957②・931）。

この段階でこれらの者の債権額につき、全額を弁済できない場合に

は、按分弁済（按分弁済については【49】参照）をすることになる点は、

前記と同様です。

なお、請求申出期間内に請求の申出をせず、管理人に知れなかった

相続債権者・受遺者は、相続人捜索公告期間内に相続人としての権利

を主張する者がないときは、その権利を行使することができなくなり

ます（民958の2）。

4 まとめ

本事例では、Ｙは知れている相続債権者に該当しますので、期間内

にＹからの申出がない場合でも、弁済から除斥することはできません。
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２ 遺産分割の協議

【70】 共同相続人が行方不明となっている場合に、不

在者財産管理人を選任して遺産分割協議を成立さ

せることができる!?

被相続人の共同相続人のうち1名の共同相続人が行方不明とな

っており、当該行方不明者以外の共同相続人間では遺産分割協議

が調っている場合でも、当該行方不明者が帰来しない限り遺産分

割協議を成立させることができないのか。

POINT ・共同相続人が行方不明となっている場合であっても、

不在者財産管理人を選任することで、遺産分割協議を

成立させることができるケースがある

誤認例

共同相続人が行方不明となっている場合には、遺産分割

の協議をすることができないため、遺産分割未了のまま

放置するしかない。

本当は

共同相続人が行方不明となっている場合でも、当該行方

不明者につき不在者財産管理人を選任することで遺産分

割協議を成立させることができる。

第２章 不在者財産の管理 241



解 説

1 不在者財産管理人による遺産分割協議成立の可否

被相続人の死亡により相続が発生した場合に、共同相続人間で遺産

分割協議が調えば、遺産分割協議書を作成することとなります。遺産

に不動産が含まれる場合には、法務局への登記申請に際し、共同相続

人の実印を押印するとともに、印鑑証明書を添付する必要があります。

しかしながら、共同相続人が行方不明となっている場合には、遺産

分割についての協議が調わないため遺産を分割することができませ

ん。

このような状況においては、共同相続人のうちの1名が申立人とな

り、行方不明となっている共同相続人に管理人を選任することで遺産

分割協議を成立させることができます。

具体的な処理手順としては、不在者を除いた共同相続人間で遺産分

割につき協議を調えた上で、行方不明となっている共同相続人につき

管理人を選任することとなります。

管理人は、遺産分割協議書案とともに、理由を記載して、家庭裁判

所に対し、遺産分割協議を成立させることにつき、権限外行為許可を

申し立てることになります。

なお、調停により遺産分割を成立させる際にも家庭裁判所における

権限外行為許可が必要となります。一方で、審判により遺産分割が成

立する場合には権限外行為許可の申立ては必要ないといわれています

が、審判に際しての意向確認時に、管理人に家庭裁判所との協議を求

めている庁もありますので、各庁の運用を確認する必要があります。

2 不在者財産管理人による不在者の法定相続分を下回る遺産分

割協議成立の可否

管理人は、原則として、不在者の法定相続分を確保する必要があり
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ますが、遺産分割の内容として、不在者に不利な内容の遺産分割を成

立させられるかについてはケースバイケースです。

例えば、不在者が被相続人から生前贈与を受けていた場合や、他の

共同相続人に寄与分が認められる場合には、不在者の相続による取得

分が他の共同相続人よりも少なくなったとしても、かかる遺産分割協

議を認めることに問題はないと思われます。むしろ、不在者に法定相

続分どおりの財産を取得させることとなれば、その方がかえって共同

相続人間の実質的公平を害することとなってしまいます。

では、不在者が帰来する可能性が低いことを理由に不在者の法定相

続分を下回る遺産分割協議を成立させることは許されるのでしょう

か。

この点については、不在者が不在となった経緯や、不在となってい

る期間、消息の有無、不在者の年齢、配偶者や子の有無等を考慮して、

不在者が帰来する可能性が低く、むしろ死亡している可能性が高い場

合（失踪宣告の要件を満たしているようなケース等）には、不在者の

相続による取得分が法定相続分を下回る旨の内容の遺産分割協議を成

立させることも認められると考えられます。

3 不在者財産管理人による帰来時弁済型の遺産分割協議成立の

可否

帰来時弁済型の遺産分割協議とは、遺産を取得した共同相続人に資

力があるような場合に、不在者に特定の財産を取得させず、その代償

として、不在者が帰来したときに代償金を支払う旨の内容の遺産分割

協議のことをいいます。

帰来時弁済型の場合には、遺産を取得した共同相続人の資力の有無

がポイントになります。また、不在者が相続により取得する財産の価

額（帰来時弁済額）が100万円以下の場合には、特段の事情のない限り、
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不在者の帰来可能性や共同相続人の資力について厳密に審査すること

なく遺産分割協議を成立させることが認められているようです。

一方で、不在者が相続により取得する財産の価額（帰来時弁済額）

が100万円を超える場合には、不在者が帰来する可能性が低いかどう

か、遺産を取得した共同相続人に帰来時弁済額を支払えるだけの資力

があるかどうかなどを考慮要素として、遺産分割協議を成立させるこ

とを認めるかどうか検討されるようです。

帰来時弁済型の遺産分割協議を成立させる旨の権限外行為許可を求

める場合には、事前相談なく権限外行為許可を申し立てるのではなく、

家庭裁判所に遺産分割協議書案を送付するなどして事前に相談をする

ことが望ましいと思われます。

《参考となる判例等》

〇不在者の法定相続分を下回る財産を相続による取得分とする旨の内容の

遺産分割協議の成立を権限外行為として許可した事例（大分家審昭49・12・

12家月28・1・72）

《参考書式》

不在者財産管理人の権限外行為許可の審判申立書

令和〇年〇月〇日

〇〇家庭裁判所 御中

不在者〇〇財産管理人 弁護士 甲野太郎

住 所 〒〇〇〇―〇〇〇〇 〇〇市〇〇区〇〇〇丁目〇番〇号

電話：〇〇―〇〇〇〇―〇〇〇〇
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ＦＡＸ：〇〇―〇〇〇〇―〇〇〇〇

不在者〇〇財産管理人 弁護士 甲野太郎

本 籍 〇〇市〇〇区〇〇〇丁目〇番地〇号

従来の住所 〇〇府〇〇市〇〇区〇〇〇丁目〇番〇号

不 在 者 〇〇（昭和〇年〇月〇日生）

申立ての趣旨

申立人が不在者〇〇の財産管理人として、被相続人□□の遺産を、別

紙遺産分割協議書（案）（省略）のとおり分割することを許可するとの審

判を求める。

申立ての理由

1 申立人は、不在者〇〇の財産管理人である。

2 亡□□の遺産につき遺産分割の必要があったところ、今般、別紙「遺

産分割協議書（案）」（省略）のとおり分割する旨の合意が成立した。

3 亡□□の相続人は、別紙「被相続人□□相続関係図」（省略）のとお

りである。

4 遺産総額は、別紙「被相続人□□遺産目録」（省略）のとおり、金〇

〇円である。本件遺産分割により、不在者が取得する財産は、金〇〇

円であり、法定相続分と同額である。なお、本件遺産分割の当事者で

あるＡ、Ｂ、Ｃ以外の法定相続人Ｄ、Ｅ、Ｆについては、いずれもＡ

に相続分を譲渡するとのことである。

5 以上の次第であり、本件遺産分割協議を成立させることは、不在者の

利益に反しない。

6 よって、申立ての趣旨記載のとおりの審判を求める。

第２章 不在者財産の管理 245




